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１． はじめに 

 

１．１ 本検討会の役割について 
 

道路の将来交通需要は、道路計画におけるネットワーク・構造規格の決定、有料

道路の償還計画の策定、Ｂ／Ｃ注1）などを用いた個別事業評価や環境アセスメントの

実施等の際に活用されるものであり、道路政策において１つの重要な役割を担ってい

るものである。 

本検討会では、このような認識の下、７回にわたる検討会での議論や各委員の

日々の研究・意見交換等により、新たな将来交通需要推計で反映すべき変化要因

の抽出及びそれらの推計モデルへの反映方法、推計モデルの構造の方向性等につ

いて、これまで検討を進めてきた。その際、「高齢者や若者の活動」、「観光・レジャー

の動向」、「ガソリン価格高騰が与える生活様式の変化」など、将来の交通需要に関

わる「人」や「物」の動きの将来像について、５人の専門家に臨時委員として参加して

いただき、より充実した分析や検討を進めてきた。また、本報告書のとりまとめに当た

って実施したパブリックコメントにおいては、１週間という極めて短期間にも関わらず、 

４７件もの極めて貴重な意見をお寄せいただいた。 

本検討会が提案する将来交通需要推計のモデルは、基本的には前回のモデルを

ベースとしつつ、「将来交通量予測のあり方検討委員会注2）」での指摘事項等を踏ま

えた改良を行ったものである。 

改良に当たっては、最新のデータや最新の科学的・技術的知見を使用し、「交通

の質の変化」や「近年の燃料価格の高騰の影響」など、幾つかのポイントについて、検

討を加えた。一方で、入手可能なデータの制約等の問題から課題として残されている

部分もあり、引き続きの推計モデルの精度向上に向けた研究とそれに必要なデータ

の整備が重要である。 

今後、検討会でまとめた、推計モデルの考え方、前提条件とすべき将来の姿等に

関する内容を適切に反映した将来交通需要推計がなされるとともに、パブリックコメン

トにおいて寄せられた交通需要推計手法の改良に向けた取り組み、人々の生活様式

 
                                                  

注１：費用便益比のことであり、社会・経済的な側面から事業の妥当性を評価する方法である。具体的には、

道路整備に要する費用（cost）と、それによって得られる便益（benefit）とを比較し、事業の評価を行う方

法である。  
注２：将来交通量予測のあり方検討委員会とは、道路関係四公団民営化推進委員会の第三者調査結果

への対応をとりまとめると共に、長期交通需要推計の考え方を整理し、今後の将来交通需要推計とその

公開に関する検討を行った委員会である。本委員会は平成１５年２月２４日～平成１６年３月５日まで５

回にわたって開催され、報告書は「長期交通量予測の課題と今後のあり方」としてとりまとめられた。 
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など質的変化への対応、今後の道路整備の進め方、等に関わる様々な意見につい

ても、今後の道路行政の推進にあたって参考とされることを要請する。 
 

 

１．２ 交通需要推計の適用について 

一般に、推計モデルを検討する際には、過去の実績値を使用することが必要で

あり、モデルは、当然のことながら、当該期間の社会・経済動向を反映したものとな

る。今回の検討では、５年毎に行っている道路交通センサスの結果などをベースに

過去２５年間の動向を用いて、２０２０年および２０３０年の推計を行うものとした。また、

２０３１年以降の推計を行う場合には、推計の出発点となるＧＤＰは２０３０年までは

試算やビジョンとして提示されているが、それ以降については提示されていないこと

から、例えば２０３０年以降の成長率について、その直前までの伸び率をそのまま適

用するなど何らかの仮定を置くことが必要であり、したがって、その結果として推計さ

れる交通需要推計値については参考値として扱うことが妥当であろう。 

２０～３０年、さらにその先といった長期間の推計を行う場合には、この間の社

会・経済情勢の変化を盛り込むことが必要である。しかし、現在は激動の時代であ

り、われわれが活用できる数学的需要推計モデルの前提とされている「過去の延

長線上に将来像を描くこと」が適切であるとは限らない。自ずとその推計には限界

があるとの認識に立つことが重要である。 

このような考えから、長期における社会構造の変化あるいは技術革新などの大き

な変革を無理に取り込むことは避けた。すなわち、今回の推計値は「ＢＡＵケース 

（Business as Usual： 今の状況が続くとした場合）」における１つのベースラインで

あるという認識が重要であり、この認識の下、個々の状況に応じた適用が重要であ

る。例えば、今回の推計において想定している姿は、福田前総理が提案した「日本

が地球温暖化問題へのトップランナーとなるために、２０５０年までにＣＯ２を６割から

８割削減する」というビジョンで描かれている姿とは必ずしも一致していない。今回の

推計を用いて政策立案を行う際には、そういった性格のものであることを認識するこ

とが肝要である。 

また、今回の推計にあたっては、過去の実績値に基づく推計モデルの設定や将

来像の見通しにおいて、考え方を１つに絞ることが困難な場合には、無理に１本化

することはせず、モデルの考え方や将来像を複数示すこととした。 

「人」や「物」の動きが人口やＧＤＰに大きく影響されることは、これまでの研究にお

いて判っており、この人口やＧＤＰの将来値は、極めて重要である。したがって、政

府機関による最新の推計値を使うことが妥当であり、今回は、「国立社会保障・人
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口問題研究所」、「内閣府」や「経済財政諮問会議」の推計値を使用するべきであ

る。一方、これらの人口やＧＤＰは、定期的に又は適宜見直されるものであり、今後

ともこの見直しを反映させていくことが重要である。この他にも種々のデータを推計

に活用しており、その中には、今後、毎月・毎年更新されるデータも含まれている。

このため、今回の交通需要推計結果に影響する各種要因等についてモニタリング

を行い、定期的に又は必要に応じて、今回の推計結果が、その時点で有効である

か否かの評価を行うと共に、必要と判断されれば見直しを行うべきである。 

最後に、全国交通量の実績値の把握にあたっては、「自動車輸送統計調査注 3）」

の走行台キロ注4）データを基礎としているが、この調査のサンプリング方法が２００４

年に変更されたため、これ以降のデータは、２００３年以前のデータに比べ、３％程

度小さくなる影響が出ているものと推計される。正しくこれを認識した上で、今後算

出される推計結果をみることが重要である。 

 

１．３ 近年の燃料価格高騰による交通への影響について 
「近年の燃料価格高騰」が自動車の利用状況に影響を及ぼしているのではない

かとの指摘から、今回、交通需要推計とは別に、この「燃料価格」が交通量に及ぼ

す影響について、欧米の研究を参考に、モデル化を試みた。その結果、燃料価格

が１０％上昇すると、全国交通量は、乗用車で、短期的には１．６％減少、長期的

には３．２％減少し、貨物車で、短期的には０．８６％減少、長期的には０．９２％減

少すると分析した。また、この検討の結果として、「燃料価格の影響」を、交通量の

「価格弾力性」という形で表現し、これを用いて、「近年の燃料価格高騰」を反映し

た推計の考え方を検討した。 

ただし、諸外国の研究も踏まえると、直近の「燃料価格の高騰」については、現

下の状況が続くとすれば、１０年以上先では社会・経済動向の影響が卓越し、ほと

んどその影響を加味する必要はないと考えられる。 

しかしながら、現時点では、燃料価格が乱高下しており、今後の価格推移は不

透明であることから、今後２～３年程度の間には燃料価格が安定するとした場合の

影響を考慮することが妥当であると考える。一方で、直近では燃料価格が大きく下

 
                                                  

注３：自動車輸送統計調査とは、日本全国を走っている全ての自動車を対象に、人や貨物の輸送量や走行した

距離などを把握するための調査で、日本国内を走る約７,７００万台の自動車を車種別、地域別に区分して、

自動車の登録・検査情報を基に約３万台について無作為に抽出した自動車を対象に毎月調査されている。

２００３年までは車齢５年以下の自動車から抽出されていたが、２００４年６月からはこれが車齢７年以下に変

更されている。 

注４：台キロとは、１台毎の自動車の走行距離の総和である。 
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落傾向にあることを踏まえ、この影響を加味する必要はないとの見方もあるので、こ

の考え方によっても推計すべきものと考える。いずれについても、これを超える状況

については「モニタリング」で対応すべきである。 

なお、「ガソリン代や維持費などの自動車経費」、「可処分所得注5）に占める自動

車経費の割合」、「自動車の所有状況や使用状況」などの関係を表すデータの蓄

積が、今回の交通需要推計の対象としている空間の詳細度では存在しないことか

ら、現時点では「コスト」の概念を推計に取り入れることは困難である。今後の課題と

して検討する必要がある。 

 

１．４ 交通の質の変化について 

近年の交通動向は、全国走行台キロの増減や人口、ＧＤＰの増減などの量的変

化のみならず、「女性や高齢者による自動車の利用増」、「軽自動車の増加とこれ

に伴う使用状況の変化」、「貨物の高付加価値化や生産拠点の変化」などの「質

的変化」が基となって交通量に影響が出ていることに注意する必要がある。 

特に、今回の推計作業を行う中で、交通動向のみならず社会・経済情勢を含む

幅広いデータを分析したが、特に地方部では、自動車トリップ数が増加するなど自

動車への依存度の上昇が観察され、「自動車の生活必需品化」が顕著に進んでい

ると推察されるとともに、高齢者ドライバーの増大など、自動車利用者に大きな変

化が見られつつあることが確認された。今後もこの傾向は続くことが予想される。 

 

１．５ モニタリングについて 

今回の需要推計モデルには、最新のデータと科学的知見に基づいた努力と工

夫が数多く盛り込まれているが、今後の社会・経済情勢の変化によっては、需要推

計結果を墨守することが最善であるとは限らない。このため、社会経済の状況、及

びそれを反映した交通需要の量的および質的な状況とその変化について把握し、

柔軟かつ迅速に需要推計に反映するモニタリングの考え方が重要である。 

今後実施する交通現象および関連各種要因のモニタリングに際しては、「プロー

ブ・データ注6）」や「路側交通量注7）」等の積極的活用、他の大規模調査との連携な
 
                                                  

注５：可処分所得とは、家計が手にする所得から、社会保険料や税金、ローンの支払などもろもろの経費を差

し引いたあとに残る自由に使える所得（貯蓄も可）のことである。 

注６：プローブ・データとは、自動車のプローブ車載器により車両の位置、速度、その他の車両制御情報を収集した

もの。これを分析することによる交通状況の把握、またそれを応用した交通流の分析等の研究が進められてい

る。 

注７：路側交通量とは、道路管理者や交通管理者が常時設置している交通量機械計測地点で観測してい

る交通量のこと。 
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どによる、データ把握の仕組み作り、体制作りが重要である。 

また、毎月・毎年のデータの把握・分析のみならず、概ね５年ごとには、種々の最

新データを収集し、推計モデルの再推定を行い、推計値を更新していく仕組みを

導入するべきである。 

さらに、量的変化だけでなく、道路利用の質的変化を把握する手法についても検

討すべきであり、それが今後の交通需要推計のさらなる改良へと展開していくものと

言える。 

いずれにせよ、この「モニタリング」の結果が、「道路計画の妥当性の検証」や「道

路施策の新たな展開」などに幅広く役立てられることを期待したい。 

具体的には、今回の交通需要推計の結果によっては、自動車交通量の変化に

伴う道路空間の再配分による自転車・歩行者空間の確保など、幅広い道路政策

の展開が期待される。 

これまでの道路政策は、交通量という量的変化によって判断されてきた面が強

いが、今後は高齢者ドライバーに配慮した幅員にゆとりのある道路の充実など、道

路利用の質的変化への対応という面にも視点を向けるべきである。 

また、道路政策は自動車交通量の変化により影響を受けることもある一方、歩

行空間のバリアフリー化、通学路の整備、防災対策など、整備が遅れている分野

において必ずしも自動車交通量の変化にその必要性が左右されるものではない課

題も多く、これらについても着実な実施を求めていきたい。 
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２．交通量推計までの流れ 

交通とは、人や物の移動に伴って発生するものであり、それ自体が目的である場合

よりは、別の行動から派生的に生じることがほとんどである。このため、将来交通需要

の推計については、交通量の増減といった量的な変化のみに留まることなく、近年の

交通動向は質的・量的にどうなっているのか、その背景となる交通量に変動を及ぼし

ている社会・経済指標等は何か、それらは将来どのような傾向になることが見込まれ

るのか、といったことを整理しつつ、推計モデルを構築することが妥当である。この際、

「人の移動（乗用車）」と「物の移動（貨物車）」とではその内容が大きく異なっているこ

とから、それぞれで整理、分析、モデル構築等を行うこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 交通量の推計の流れ 

人の移動（乗用車）

将来の交通動向の見通し

近年の交通動向の整理

交通量と各種経済指標等との

因果関係の整理

推計モデルの構築

将来の交通量

道路交通センサスOD調査

等の最新データ

（人口を基礎として推計） （ＧＤＰを基礎として推計）

物の移動（貨物車）人の移動（乗用車）

将来の交通動向の見通し

近年の交通動向の整理

交通量と各種経済指標等との

因果関係の整理

推計モデルの構築

将来の交通量

道路交通センサスOD調査

等の最新データ

（人口を基礎として推計） （ＧＤＰを基礎として推計）

物の移動（貨物車）
（10 頁～13 頁で説明） （14 頁～1８頁で説明） 
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３．交通需要推計の前提となるシナリオ（人口、ＧＤＰ等） 

交通需要推計を行う上では、将来の我が国の姿をどのように見据えるかというこ

とも重要なポイントとなる。今回の交通需要推計については、主要な社会経済動

向について、以下の考え方を前提とすることが妥当である。（詳細については、別添

１のとおりとする。） 

 

３．１ 交通需要推計の前提となる社会・経済の状況 

人口、ＧＤＰなど、政府機関等で将来の姿が設定されているものについては、そ

れらを前提とする。 

（１）将来推計人口 

将来推計人口は、「国立社会保障・人口問題研究所」による平成１８年１２月の

推計値（出生中位、死亡中位）を用いる。この推計値によれば、将来人口は減少

傾向で推移し、２０３０年で２００５年の９０．２％になるものと見込まれている。ま

た、「少子・高齢化」の傾向が続き、「高齢化比率注8）」は２００５年で２０．２％

が、２０３０年には３１．８％になるものと見込まれている。 

また、都道府県別の将来推計人口は同研究所における平成１９年５月の推計

値を、将来の全国世帯数は同研究所による平成２０年３月の推計値を用いる。こ

れらの推計値は、同研究所の平成１８年１２月の推計値（出生中位、死亡中位）

の将来推計人口に対応するものとなっている。 

 

（２）将来のＧＤＰ 

将来ＧＤＰは、「内閣府」や「経済財政諮問会議」により示された推計値を用い

る。これによると、実質ＧＤＰの伸び率は、例えば２０１３年から２０２０年までは２％

程度、２０２１年から２０３０年までは１％台半ばと見込まれている。 

 

（３）その他の社会・経済動向 

将来の我が国の姿として、２００５年４月に経済財政諮問会議で取りまとめられ

た『日本２１世紀ビジョン』が示されている。２０３０年においては、この姿が実現する

ことを前提とする。 

 

 

 
                                                  

注８：高齢化比率とは、６５歳以上の高齢者人口が総人口に占める割合 
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◆ 『日本 21 世紀ビジョン』における経済の姿・指標（表） 
 

項目 【目指すべき将来像】・【2030 年の経済の姿】 

実質 GDP 実質 GDP 成長率は 1%台半ばの伸びを維持。 

一人当たり実質 GDP 一人当たり実質 GDP は 2%程度の伸び(人口減少分だけマクロより高い伸び)。 

一人当たり消費額 

一人当たり実質 GDP の伸びに伴い、一人当たり実質消費も同様に 2%程度の伸び。その

結果、一人当たり消費額は 2005 年度の約 230 万円から、2030 年度には約 380 万円

（2005 年価格）まで高まる見込み。 

労働力率 

高齢者などの労働力率注9）の高まりが、生産年齢人口（15 歳～64 歳）の減少を一定程

度相殺。60 歳以上の労働力率は 2005 年 28%程度が 2030 年には 32%程度に上昇。

特に、60～64 歳の労働力率は 2005 年 54%程度が 2030 年には 65%程度に上昇。 

労働生産性 

設備投資を通じて資本装備率注10）の伸びがやや高まるとともに、技術革新や資源配分の

効率化により、全要素生産性注11）の伸びは現在よりも高まり、1990 年以降の平均程度の

伸び（１％弱程度）になると見込まれる。その結果、労働生産性注12）は 2021～2030 年に

おいても 2％強上昇。(労働生産性=資本装備率＋全要素生産性)。 

産業の姿 

(産業別 GDP) 

世界的にはアジアの製造業の生産の伸びが高い（年率 6.1%程度）が、日本の製造業も高

い生産性の伸び（同 2.8%程度）に支えられて増加（同 0.8%程度）。非製造業は、所得の

増加がサービス需要を伸ばすことから、製造業を上回り増加する(同 1.5％程度)。産業別

のＧＤＰに占める非製造業の割合が上昇（製造業は 2000 年の約 24％から 2030 年には

約 20％、非製造業は、2000 年の約 76％から約 80％）。 

外国人旅行者 
2030 年には日本を訪れる旅行者が約 4,000 万に達する可能性がある（2004 年の訪日

旅行者数は 614 万人。イタリア(2002 年)が約 3,980 万人)。 

健康寿命 80 歳 
超高齢化の時代にあって、「健康寿命注13）80 歳」の人生が実現する（2002 年は 75 歳

(男女の単純平均)）。 

可処分時間 

自由に活動できる時間（可処分時間注14））が 1 割以上増え、「時持ち」になると見込まれ

る。（2030 年の労働者の生涯可処分時間は、健康寿命の延長、61 歳～65 歳の労働時

間をパートタイム並み、大学院等へ２年在学という仮定をおいて試算すると、2002 年時

点に比べて約 12％増加すると見込まれる。） 

「日本 21 世紀ビジョン」（平成１７年５月 経済財政諮問会議）より作成 

 

３．２ 交通需要推計の基礎となる社会・経済の変化 

３．１と併せ、以下のような将来の姿を見込むこととする。 

 

（１）将来の就業者数 

将来の「就業者数」は、「人口」に「労働力率」を乗じることによって推計される

「労働力人口」から、これにさらに「失業率」を乗じることによって推計される「失業

 
                                                  

注９：労働力率とは、人口に占める労働力人口（就業者と完全失業者の計）の割合である。 
注１０：資本装備率とは、資本量の労働量に対する比率である。 

注１１：全要素生産性(TFP)とは、経済の成長の中で、資本や労働といった生産要素の投入の増大では説明でき

ず、技術進歩、資本・労働の質的向上、資源の効率的な配分などにより担われる部分をいう。 
注１２：労働生産性とは、生産量を労働量で除したものである。労働生産性の伸びは、資本ストックの拡充(機械化

の進展)と技術革新等による全般的な効率性の向上(全要素生産性の上昇)によって達成される。 

注１３：健康寿命とは、生活と健康の質を考慮して心身共に健康で自立している期間である。 
注１４：可処分時間とは、個人が自由に利用できる時間であり、生理的に必要とされる時間（睡眠・食事など）と、義

務で必要とされる時間（労働・家事など）を除いた時間のことである。 
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年齢階層 免許保有率

25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳

・・・

2005年 2010年

20～24歳
18～19歳

95.0%
96.9%
97.7%
97.5%

84.2%
38.9%

免許保有率

94.2%
96.6%
97.7%
97.7%

83.1%
38.6%

97.7%95.6%45～49歳

変化率

・・・

99.1%
98.7%
99.3%
99.7%

100.2%
100.3%
・・・ ・・・

80～84歳 38.2%

90歳～ 5.2％

83.1% 45.9%

0%

成長曲線を適用 成長曲線により設定。

85～89歳 18.3% 70.5% 27.0%

免許保有率
のピーク→

②18～34歳

①35～39歳

③40～89歳
90歳以上の免許保有者

はゼロとする。

④90歳以上

図 免許保有率推計のイメージ（コーホートに基づく男性の例）） 

者数」を引くことによって推計される。「労働力率」は、『日本２１世紀ビジョン』で示

された考え方をそのまま用いるとともに、「失業率」については、２００２年をピークに

減少傾向に転じていることを踏まえ、１９８０年以降の実績値の平均値を将来値に

適用することが妥当である。 

 

（２）将来の免許保有者数 

「免許保有率」は、２００５年には、男性で７０．４％、女性で４８．８％であり、女

性や高齢者を中心に増加傾向で推移している。同一年齢階層の動向（例えば、２

０００年における３０～３４歳の年齢階層と、２００５年における３０～３４歳の年齢階

層の比較）をみると、概ねどの年齢階層でも増加傾向がみられるが、２４歳以下の

男性では近年微減となっている。 

一方、「コーホート注15）」の考え方による動向（例えば、２０００年における３０～３４

歳の年齢階層と、２００５年における３５～３９歳の年齢階層の比較）をみると、２０

歳代以下については大きく増加傾向、３０歳代から６０歳代前半までは微増又は

横ばい傾向、６０歳代後半以降は減少傾向にある。 

このような状況を踏まえ、「コーホート」の考え方により将来の免許保有率を推計

する。具体的には、ピーク年次である３５～３９歳に「成長曲線注16）」を適用する方

法により推計し、４０歳以上の年齢階層では、「コーホート」の考え方に基づき、５年

前の５歳下の階層からの「免許保有率」の変化を実績値の動向を基に推計する。

なお、２０～２４歳を起点として、免許保有率が大きく変化する若年層にも「コーホ

ート」の考え方を適用する方法についても推計するべきである。 

また、９０歳以上については、免許保有者は見込まないものとする。なお、現況

並（男性５．２％、女性０．０２％）に免許保有者が存在するとの考え方によっても

推計するべきである。 
 
 
 

 

 

 

 
 
                                                  

注１５：コーホートとは、ある年（期間）に生まれた集団のことをいう。例えば、将来人口推計において、その集

団の年齢別人口の加齢にともなって生ずる年々の変化をその要因（死亡、出生、および人口移動等）ご

とに計算して将来の人口を求めることに用いられている。 

注１６：成長曲線とは、はじめゆっくりと増加するが途中から急激に増加し、最終的にはある極限値に近づいて

いくもので、S 字曲線を描く曲線のこと。 
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交通需要の増加要因と減少要因を反映

将来人口

全機関のべ利用人数

乗用車のべ利用人数

乗用車台トリップ数

乗用車走行台キロ

地域別、個人属性別、目的別
１人当たりトリップ数

地域別、目的別、乗用車分担率

地域別、目的別、車種別
１台当たり平均利用距離

地域別、目的別、車種別
１台当たり平均輸送人数

地域別、個人属性別、
目的別の詳細な１人当
たりトリップ数を設定

乗用車保有率、免許保
有率等を説明要因とし、
地域別、目的別に推計

人口密度、１人あた
りGRP等を説明要因と
し、地域別、目的別、
車種別に推計

人口当たり保有台数、
平均世帯人員を説明
要因とし、地域別、目
的別、車種別に推計

人口減少、少子・高齢化、
免許保有率の変化、女性
の社会進出等の社会潮
流変化を反映

乗用車保有台数の変化、
免許保有率の変化 等

を反映

軽乗用車の普及を反映

人口あたり保有台数、
平均世帯人員の変化、
軽乗用車の普及 を反映

全国都市交通
特性調査の傾
向を反映

道路交通セン
サスＯＤ調査
の傾向を反映

将来人口

地域別１人当たり保有台数

乗用車保有台数

免許保有率等を説明
要因とし、地域別に
推計

免許保有率の変化を
反映

乗用車保有台数

【乗用車保有台数の推計】

【乗用車台トリップ、走行台キロの推計】
交通需要の増加要因と減少要因を反映

将来人口

全機関のべ利用人数

乗用車のべ利用人数

乗用車台トリップ数

乗用車走行台キロ

地域別、個人属性別、目的別
１人当たりトリップ数

地域別、目的別、乗用車分担率

地域別、目的別、車種別
１台当たり平均利用距離

地域別、目的別、車種別
１台当たり平均輸送人数

地域別、個人属性別、
目的別の詳細な１人当
たりトリップ数を設定

乗用車保有率、免許保
有率等を説明要因とし、
地域別、目的別に推計

人口密度、１人あた
りGRP等を説明要因と
し、地域別、目的別、
車種別に推計

人口当たり保有台数、
平均世帯人員を説明
要因とし、地域別、目
的別、車種別に推計

人口減少、少子・高齢化、
免許保有率の変化、女性
の社会進出等の社会潮
流変化を反映

乗用車保有台数の変化、
免許保有率の変化 等

を反映

軽乗用車の普及を反映

人口あたり保有台数、
平均世帯人員の変化、
軽乗用車の普及 を反映

全国都市交通
特性調査の傾
向を反映

道路交通セン
サスＯＤ調査
の傾向を反映

将来人口

地域別１人当たり保有台数

乗用車保有台数

免許保有率等を説明
要因とし、地域別に
推計

免許保有率の変化を
反映

乗用車保有台数

【乗用車保有台数の推計】

【乗用車台トリップ、走行台キロの推計】

４．将来交通需要推計モデル（人の移動） 

 

人の移動（乗用車）の将来交通需要推計は、以下の図に示すように、将来人口

等に基づいて、「１人当たりトリップ数注17）」や「１台当たり平均利用距離注18）」などの

変化から推計する。（モデルの詳細については、別添２のとおりとする。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 将来交通需要推計モデル（人の移動）のフロー 

 

（１）全機関のべ利用人数の推計 

「全機関のべ利用人数」の推計は、「発生原単位注19）」に「将来人口」を乗じるこ

とにより推計する。 

「発生原単位」について、地域属性、個人属性等に関する特性分析を行った結

果、平日・休日、地域、個人属性（性別、年齢、免許保有の有無など）、目的によ

って異なることから、それぞれの特性を反映できるよう区分して、推計する。これら

の「発生原単位」の区分に対応した「将来人口」の変化によって、人口減少、少

子・高齢化、免許保有率の変化、女性の社会進出等の社会潮流の変化を将来

推計に反映することが可能となる。 

 
                                                  

注１７：トリップとは、出発地から目的地までのある目的をもった人や自動車の移動のことである。 

注１８：平均利用距離とは、自動車による１回の移動で走行する距離の平均である。 

注１９：発生原単位とは、１人が１日で何回移動するかを表す指標である。 
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１９８７年（第１回全国都市交通特性調査注20）実施年度）以降の動向を分析す

ると、高齢者ドライバーの増加等による高齢者層（６５歳以上）の「発生原単位（特

に自動車の利用による移動）」は増加傾向にあり、長寿命化により健康な高齢者

が増大することが見込まれることから、今後もこの傾向は続くものと推計する。一

方、高齢者層以外の「発生原単位」については、都市圏のパーソントリップ調査注

21）で適用されている考え方と合わせ、現況値を将来値に適用することが妥当であ

る。 

なお、『日本２１世紀ビジョン』に示された経済の姿・指標では可処分時間及び

可処分所得の伸びが見込まれていることから、観光・レジャー目的の将来の「発生

原単位」にこれを反映させたケースについても推計するべきである。 

 

（２）乗用車のべ利用人数の推計 

「全機関のべ利用人数」に「乗用車分担率注22）」を乗じることにより、「乗用車の

べ利用人数」を推計する。 

「乗用車分担率」について、地域や目的に関する特性分析を行った結果、公共

交通機関のサービス水準、免許保有率等に応じて地域別、目的別に異なることか

ら、それぞれの特性を反映できるよう区分して、推計する。 

１９８７年以降の動向を分析すると、乗用車保有台数や免許保有率の増加によ

り、三大都市圏・地方都市圏（三大都市圏以外）とも「乗用車分担率」が増加傾

向にあるが、公共交通機関のサービスが高い三大都市圏においてはその傾向が

鈍化している。 

以上の特性と動向を反映し、「乗用車分担率」については、地域別・目的別に

一般的に広く用いられているロジットモデル注23）と呼ばれる式を適用し、乗用車保

有台数、免許保有率の変化等の要因との関係式を導き、将来値を推計する。 

 

 

 
                                                  

注２０：全国都市交通特性調査とは、全国の都市において、人の動き（移動目的、交通手段）からみた交通実態を

調査するものである。平成 17 年調査では、62 都市を抽出し、1 都市当たり 500 世帯を対象に調査し、都市規模

別に集計するとともに、個人属性等で区分して加重平均した結果をもとに、全国の都市の数値を推計している。 

注２１：パーソントリップ調査とは、対象とする地域に居住する人の個人属性（性、年齢、職業など）とその人のある１

日の移動の内容（出発地、目的地、目的交通手段など）を把握するための実態調査のことである。その結果を分

析し、対象地域における交通問題の把握や将来交通需要の推計を行い、総合的な交通体系や交通施設の計

画の策定が行われる。 

注２２：乗用車分担率とは、人のトリップのうち、乗用車を利用したトリップの割合のことである。 

注２３：ロジットモデルとは、交通手段の魅力度の差により、交通手段の選択を説明しようとするモデルである。 
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（３）乗用車台トリップ数の推計 

「乗用車のべ利用人数」を「１台あたりの平均輸送人数」で除することにより、「乗

用車台トリップ数注24）」を推計する。 

「平均輸送人数」について、地域や目的に関する特性分析を行った結果、目的

によってその特性が異なることから、目的別に区分して推計する。また、軽乗用

車 とそれ以 外 ではどの目 的 でみても軽 乗 用 車 の方 が小 さくなっている 

ことから、軽乗用車とそれ以外の乗用車にも区分して推計する。 

１９９０年以降の動向を目的別に分析すると、世帯あたり保有台数の増加や世

帯人員の減少により、「平均輸送人数」は、通勤・通学目的においては微減、家

事・買物、観光レジャーにおいては減少傾向で推移している。 

以上の特性と動向を反映し、「平均輸送人数」は、軽乗用車とそれ以外に区分

した上で、目的別に、世帯保有台数や世帯人員を説明変数とする関係式を導き、

将来値を推計する。 

 

（４）乗用車走行台キロの推計 

「乗用車台トリップ数」に「平均利用距離」を乗じることにより、「乗用車走行台キ

ロ」を推計する。 

「平均利用距離」は、地域や目的に関する特性分析を行った結果、目的によっ

てその特性が異なっているため、目的別に区分して推計する。また、軽乗用車とそ

れ以外ではどの目的でみても軽乗用車の方が小さくなっていることから、軽乗用車

とそれ以外の乗用車にも区分して推計する。 

１９９０年以降の動向を目的別に分析すると、軽乗用車の性能の高まり等によ

り、軽乗用車の「平均利用距離」は、通勤・通学目的、平日の家事・買物等につい

ては増加傾向で推移し、それら以外についてはほぼ横ばいで推移している。また、

乗用車の「平均利用距離」は、目的によって、人口密度、１人当たりＧＲＰ等の指

標に応じて変化する傾向がみられている。 

以上の特性と動向を反映し、「平均利用距離」は、１９９０年以降の実績値を基

に、軽乗用車とそれ以外に区分した上で、目的別に、人口密度、１人当たりＧＲＰ

等を説明変数とする関係式を導き、将来値を推計する。 

 

（５）乗用車保有台数の推計 

 
                                                  

注２４：台トリップとは、一人の移動（人トリップ）に対し、１台の自動車の移動のことである。 
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「将来人口」に「人口あたり乗用車保有台数」を乗じることにより、「乗用車保有

台数」を推計する。さらに、「軽乗用車保有台数比率」を乗じて、軽乗用車とそれ

以外の乗用車の保有台数を推計する。 

「人口あたり乗用車保有台数」について、都道府県別の特性分析を行った結

果、東京都、神奈川県、大阪府では、２０００年頃から横ばいか減少傾向で推移

し、それ以外の道府県では、増加傾向で推移していることから、東京都、神奈川

県、大阪府とそれ以外の道府県を区分して推計する。 

１９９０年以降の動向をみると、全国的には、免許保有率の増加とともに「人口あ

たり乗用車保有台数」は増加傾向で推移しているが、公共交通サービス水準が高

く、高齢者の免許保有率の水準が低い東京都、神奈川県、大阪府では、減少傾

向もみられる。一方、軽乗用車保有台数については、全国的に、女性の免許保有

率の増加とともに増加傾向がみられる。 

以上の特性と動向を反映し、「人口あたり乗用車保有台数」は、東京都、神奈

川県、大阪府は、免許保有率及び６５歳以上人口比率を説明変数とし、それ以

外の道府県では免許保有率を説明変数とする関係式を導き、将来値を推計す

る。また、「軽乗用車保有台数比率」は、女性の免許保有率を説明変数とする関

係式を導き、将来値を推計する。 
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将来GDP

全機関輸送トン数

貨物車輸送トン数

貨物車台トリップ数

貨物車走行台キロ

全機関輸送トン数と生産額・輸入
額との関係式※１

貨物車分担率

１台当たり平均輸送距離

１台当たり平均積載トン数

品目別に生産額、輸入
額とGDPの関係式で推

計

品目別に過去の傾向か
ら推計

自営転換の進展や貨
物車の大型化を反映

貨物輸送の長距離化
を反映

交通需要の増加要因と減少要因を反映

将来生産額・輸入額

品目別に全機関輸送ト
ン数と生産額・輸入額の
関係式で推計

経済成長の変化を反映

産業サービス化等を反
映

貨物の高付加価値化を
反映

品目別 ：農林水産品、金属機械、化学工業品等
業態別 ：自家用貨物車、営業用貨物車
車種別 ：普通貨物車、小型貨物車 ※２：軽貨物車は、軽貨物車以外の貨物車とは傾向が異なるため、別途推計を行っている。

道路交通セン
サスOD調査の
傾向を反映

自動車輸送統
計調査の傾向
を反映

生産額、輸入額とGDPとの関係式

貨物車の車種業態別分担率 品目別、車種業態別に
過去の傾向から推計

品目別、車種業態別に
過去の傾向から推計

品目別、車種業態別に
過去の傾向から推計

貨物車の大型化を反
映

国民経済計算
年報、産業連
関表の傾向を
反映

※１：生活関連品目である農林水産品、軽工業品、雑工業品は「人口あたり全機関輸送ト
ン数」から推計している。

５．将来交通需要推計モデル（物の移動） 

物の移動（貨物車）の将来交通需要推計は、軽貨物車とそれ以外で傾向が異

なることから、区分して推計する。（モデルの詳細については、別添３のとおりとす

る。） 

 

５．１ 軽貨物車以外について 

軽貨物車以外については、以下の図に示すように、将来ＧＤＰ等に基づいて、

「貨物の高付加価値化」や「自営転換の進展」などの変化から推計する。 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 将来交通需要推計モデル（物の移動）の軽貨物車以外のフロー 

 

（１）生産額、輸入額の推計 

「全産業の生産額」及び「全品目の輸入額」について１９８０年以降の動向を分

析すると、「ＧＤＰ」に応じて変化する傾向がみられることから、１９８０年以降の実績

値を基に「生産額及び輸入額」と「ＧＤＰ」との関係式を導き、これにより将来値を推

計する。 

「品目別の生産額、輸入額」の動向を分析すると、１９８０年以降一貫してサー

ビス業の生産額の増加が大きく、「産業のサービス化」が進んでいることが見受けら

れる。また、１９８０年以降一貫して機械の生産額の増加が大きく、１９８５年以降

機械の輸入額の増加も大きくなっている。また、「品目別の生産額、輸入額」は、い

ずれも「ＧＤＰ」に応じて変化する傾向がみられる。 
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以上の特性と動向を反映し、サービス業や機械といった品目の「生産額、輸入

額」は今後も引き続き増加するものと見込まれることから、「生産額、輸入額」は、

品目別に「ＧＤＰ」との関係式を導き、将来値を推計する。 
 

（２）全機関輸送トン数の推計 

「生産額、輸入額」から「全機関輸送トン数」を推計する。 

「全機関輸送トン数」について１９８０年以降の動向を分析すると、品目によって

その傾向が異なることから、それぞれに区分して推計する。 

「生産額、輸入額」に対する「全機関輸送トン数」は、生活関連品である農林水

産品、軽工業品、雑工業品以外の品目については、「貨物の高付加価値化」が進

んでいることから、「生産額、輸入額」に対する「全機関輸送トン数」は、減少する品

目が多くみられる。 

以上の特性と動向を反映し、「貨物の高付加価値化」が今後も続くと考え、   

１９８０年以降の実績値を基に、「全機関輸送トン数」と「生産額、輸入額」との関

係式を導き、将来値を推計する。 

一方、農林水産品、軽工業品、雑工業品は、生活関連品目であることから「人

口当たり全機関輸送トン数」の動向を分析すると、軽工業品及び雑工業品につい

は「人口当たりＧＤＰ」に応じた変化がそれぞれみられ、農林水産品については、１９８０

年～１９９０年にかけて緩やかに減少し、１９９０年以降ほぼ横ばいの傾向で推移し

ている。 

以上の特性と動向を反映し、軽工業品、雑工業品については、１９８０年以降の

実績値を基に「人口当たり全機関輸送トン数」と「人口当たりＧＤＰ」との関係式を

導き、将来値を推計する。農林水産品については、「人口当たり全機関輸送トン

数」が今後もほぼ横ばいの傾向が続くものと考え、１９８０年以降の実績値の傾向

から将来値を推計する。 
 

（３）貨物車輸送トン数の推計 

「全機関輸送トン数」に「貨物車分担率注25）」を乗じることにより、「貨物車輸送ト

ン数」を推計する。さらに、貨物車の車種（普通貨物車、小型貨物車）及び業態

（自家用車、営業用車）によって積載トン数や輸送距離などの特性が異なるため、

「貨物車輸送トン数」に「車種業態別分担率注26）」を乗じることにより、「車種業態別

 
                                                  

注２５：貨物車分担率とは、利用できる交通手段のうち貨物車を利用するトン数の割合である。 

注２６：車種業態別分担率とは、貨物車全体の輸送トン数のうち、車種（普通貨物車、小型貨物車）や業態（営業

用車、自家用車）別の貨物車の輸送トン数の割合である。 
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の貨物車輸送トン数」を推計する。 

「貨物車分担率」及び「車種業態別分担率」について１９８０年以降の動向を分

析すると、品目によって異なるため、品目別に区分して推計する。 

「貨物車分担率」は、１９８０年以降、石油・石油製品や化学工業品では増加傾

向が見られる一方、その他多くの品目で横ばいの傾向となっている。将来の「貨物

車分担率」については、石油・石油製品及び化学工業品については、必ずしも今

後も増加傾向が続くものとは想定されにくいことから、最新の実績値を将来値に適

用することが妥当である。これら以外の品目については、１９８０年以降の実績値の

平均値を将来値に適用することが妥当である。 

また、「車種業態別分担率」の１９８０年以降の動向を分析すると、ほぼすべて

の品目で、企業における物流のアウトソーシングなどを背景として、自家用貨物車

から営業用貨物車への「自営転換」が進むとともに、貨物車の大型化などを背景

にした小型貨物車から普通貨物車への転換が進んでいる。この結果として、特に

営業用普通貨物車の分担率の増加傾向が顕著となっている。 

以上の特性と動向を反映し、将来の「車種業態別分担率」については、「貨物

車の大型化」や「自営転換の進展」が現在同様に進むと見込まれることから、１９８０

年以降の実績値を基に、将来値を推計する。 

 

（４）貨物車台トリップ数の推計 

「貨物車輸送トン数」を「１台当たり平均積載トン数」で除することにより、「貨物車

台トリップ数」を推計する。 

「１台当たり平均積載トン数」について１９９０年以降の動向を分析すると、品目、

車種業態によって異なることから、区分して推計する。また、営業用普通貨物車

は、以下に示すように、長距離帯と短距離帯とで傾向が異なることから、それぞれ

の距離帯に区分して推計する。 

営業用普通貨物車では、「貨物車の大型化」と「積載効率の低下」が進んでい

るが、長距離輸送では「貨物車の大型化」の影響が大きく、「１台当たり平均積載ト

ン数」は増加傾向にある。一方、短距離輸送では戸別・小口化が進展していること

から、「１台当たり平均輸送トン数」は減少している。 

一方、自家用普通貨物車の「１台当たり平均積載トン数」は、１９９０年以降、鉱

産品や化学工業品といった品目で減少しているが、１９９９年以降、その減少は穏

やかになっている。これは、自家用普通貨物車の保有台数が２０００年までは増加

していたが、２０００年以降減少に転じているなど、自家用普通貨物車の使われ方
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が変化していることが原因と考えられる。一方、その他の品目では、ほぼ横ばいの

傾向で推移し、１９９９年を境とした傾向の変化はみられない。 

また、営業用小型貨物車や自家用小型貨物車の「１台当たり平均積載トン数 」

は、ほぼ横ばいで推移するか、一定の増加減少の傾向はみられない。 

以上の特性と動向を反映し、「１台当たり平均積載トン数」は、１９９０年以降の

実績値を基に、過去の傾向が今後も続くものと考え、将来値を推計する。なお、過

去に一定の増減の傾向がみられないものについては、過去の実績値の平均値を

将来値に適用することが妥当である。 

 

（５）貨物車走行台キロの推計 

「貨物車台トリップ数」に「平均輸送距離（１回の輸送で何 km 輸送するか）」を乗

じることにより、「貨物車走行台キロ」を推計する。 

「平均輸送距離」について１９９０年以降の動向を分析すると、品目、車種業態

によって異なることから、それぞれに区分して推計する。また、「１台当たり平均積

載トン数」と同様に、長距離帯と短距離帯とで傾向が異なることから、それぞれの

距離帯に区分して推計する。 

営業用普通貨物車の長距離帯では、「物流拠点の集約化」や「物流の直送化」

の進展に伴って「貨物輸送の長距離化」が進み、「平均輸送距離」は１９９０年以

降増加傾向にあるが、その増加傾向は１９９９年以降緩やかになりつつある。一

方、短距離帯では一定の増加減少の傾向はみられない。 

また、営業用普通貨物車以外の車種業態では、１９９０年以降、「平均輸送距

離」はほぼ横ばいで推移するか、一定の増加減少の傾向はみられない。 

以上の特性と動向を反映し、「平均輸送距離」は、１９９０年以降の実績値を基

に、過去の傾向が今後も続くものと考え、将来値を推計する。なお、過去に一定の

増減の傾向がみられないものについては、過去の実績値の平均値を将来値に適

用することが妥当である。 

ここで、営業用普通貨物車の長距離帯における「平均利用距離」は、１９９９年以

降、増加傾向が穏やかになりつつあり、またトラックドライバーの就業形態等も勘案す

ると、１９９９年以降の実績値を用いることが妥当である。なお、他のモデルの考え方

と合わせ、１９９０年以降の実績値を用いるケースについても推計するべきである。 
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将来人口

軽貨物車台トリップ数

軽貨物車走行台キロ

１台当たり平均輸送距離

１台当たり平均積載トン数

業態別に過去の傾向か
ら推計

軽貨物車輸送の減少
を反映

交通需要の増加要因と減少要因を反映

軽貨物車輸送トン数

人口減少を反映

業態別：自家用軽貨物車、営業用軽貨物車

道路交通セン
サスOD調査の
傾向を反映

自動車輸送統
計調査の傾向
を反映

過去の傾向から推計

過去の傾向から推計

人口当たり軽貨物車湯総トン数

５．２ 軽貨物車について 

軽貨物車については、以下の図に示すように、将来人口等に基づいて推計す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

図 将来交通需要推計モデル（物の移動）の軽貨物車のフロー 
 

（１）軽貨物車輸送トン数の推計 

「将来人口」に「人口当たり軽貨物車輸送トン数」を乗じることにより、「軽貨物車

輸送トン数」を推計する。なお、軽貨物車の動向は、１９８９年４月の税制改正によ

り、それ以前と以後の傾向が異なるため、１９９０年以降の実績値で分析する。 

「人口当たり軽貨物車輸送トン数」について、１９９０年以降の動向を分析する

と、業態により異なることから業態別に区分して推計する。 

「人口当たり軽貨物車輸送トン数」は、１９９０年以降、自家用軽貨物車では減

少傾向、営業用軽貨物車では増加傾向にある。 

以上の特性と動向を反映し、将来の「人口当たり軽貨物車輸送トン数」は、

１９９０年以降の実績値を基に、今後もこの傾向が続くものと考え、将来値を推計

する。 

 

（２）軽貨物車の台トリップ数、走行台キロの推計 

「軽貨物車輸送トン数」を「１台当たり平均積載トン数」で除することにより「軽貨

物車台トリップ数」を推計し、さらに「１台当たり平均輸送距離」を乗じることにより

「軽貨物車走行台キロ」を推計する。 

１９９０年以降の動向を分析すると、軽貨物車の「１台当たり平均積載トン数」、

「１台当たり平均輸送距離」は、いずれもほぼ横ばいで推移している。 

以上の特性と動向を反映し、将来の「１台当たり平均積載トン数」、「１台当たり平均

輸送距離」は、１９９０年以降の実績値の平均値を将来値に適用することが妥当であ

る。 
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６ 将来ＯＤ表の推計について 

全国の将来台トリップ数に基づいて、地域ブロック別の台トリップ数を推計し、地域ブ

ロック別の総生成交通量、ゾーン別発生集中交通量を経て、ゾーン間の将来ＯＤ表

を推計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 将来ＯＤ表の推計フロー 

 

６．１ 発生集中交通量モデル 

各ゾーンにおける発生集中交通量は、人口や自動車保有台数との関係が強いこと

から、発生集中交通量モデルについては、人口や自動車保有台数を説明変数とした

回帰式を構築する。 

 

６．２ 分布交通量モデル 

分布交通量は、双方のゾーンの発生集中交通量及びゾーン間の時間距離との関

係が強いことから、分布交通量モデルについては、一般的に用いられているグラビテ

ィモデル注27）をベースに、時系列のＯＤデータを用いた推計モデルとする。 

また、推計された全国の走行台キロと、将来ＯＤ表から算出される走行台キロとの

整合をチェックすることとする。 

 

 
                                                  

注 27：グラビティモデルとは、別名を重力モデルといい、物理学における万有引力の法則を応用したもので、

OD 交通量は発生･集中交通量に比例し、ゾーン間距離に反比例するとしたもの。 

将来発生集中交通量

将来ＯＤ表

分布交通量モデル

交通量モデル

現況のＯＤ表

将来の総生成交通量

発生集中

ゾーン別

全国将来台トリップ

ブロック別将来台トリップ
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７．検討会の主な検討経緯 

 

第１回検討会 平成２０年４月１７日(木） 

 １）規約(案)について 

 ２）現行の将来交通需要推計の概要と指摘事項について 

 ３）交通需要等に関する近年の動向について 

 

第２回検討会 平成２０年６月９日(月） 

 １）第１回検討会議事要旨について 

 ２）今後の検討会の進め方について 

 ３）第１回検討会における質問事項等について 

 ４）交通需要に関する近年の動向と推計モデルについて 

 

第３回検討会 平成２０年８月１９日(火） 

 １）第２回検討会議事要旨について 

 ２）委員からの意見について 

 ３）臨時委員からの情報提供について 

   （ガソリン価格と自動車利用について 岡山大学大学院教授 谷口守） 

 

第４回検討会 平成２０年８月２７日(水） 

 １）第３回検討会議事要旨について 

 ２）臨時委員からの情報提供について 

   ①観光需要の動向と今後の見通しについて 

    （(財)日本交通公社 常務理事 林清） 

   ②物流に関する今後の動向について 

    （(株)日通総合研究所 経済研究部 研究主査 佐藤信洋） 

 ３）臨時委員からの情報提供について 

 ４）他の交通機関における交通需要推計について 

 

第５回検討会 平成２０年９月８日(月） 

 １）第４回検討会議事要旨について 

 ２）臨時委員からの情報提供について   

   ①若者のライフスタイルについて 
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    （(財)サントリー文化財団 上席研究フェロー 佐藤友美子） 

   ②地方部の高齢者の自動車利用について 

    （熊本大学大学院医学薬学研究部 教授 池田学）   

 ３）海外における交通動向について 

 ４）海外における交通需要推計について 

 

第６回検討会 平成２０年１０月２１日(火） 

 １）新たな推計モデルについて 

 ２）モニタリング等について 

 

第７回検討会 平成２０年１１月１３日(木） 

 １）新たな推計モデルについて 

 ２）燃料価格と交通量の関係について 

 ３）パブリックコメントについて 

 

第８回検討会 平成２０年１１月２１日（金） 

 １）パブリックコメントについて 

 ２）道路の将来交通需要推計に関する検討会報告書（案）について 

 

 

 


